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■■■■■ 
■■■■          建設業関連情報メールマガジン 
■■■                第１１７号 
■■             （２０１８年９月１０日発行） 
■ 
┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛┛ 
 
  建設業関連情報メールマガジン第１１７号をお届けします。 
  このメールマガジンは、「建設業関連情報メールマガジン」の配信を申込みされた 
 方々に配信しています。 
  なお、配信停止を希望される方は、お手数ですが本メール末尾を参照下さい。 
 
◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 
 
ＩＮＤＥＸ 
 
 
 １．受講料無料！！ 「建設業 経営管理セミナー」の開催について 
   ～「建設企業は創造的アイデアで利益を生み出せ！」 ～ 

 
２．「社会保険加入促進宣言企業」の公表について 

～社会保険加入に積極的に取り組み「行動基準」の遵守を宣言する 
建設企業リストを公表～ 

 
３．建設業担当者からのひとこと 
  ～経営事項審査は早めの提出をお願いします～ 

 
 
◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 
 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 １．受講料無料！！ 「建設業 経営管理セミナー」の開催について 
   ～「建設企業は創造的アイデアで利益を生み出せ！」 ～ 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 
  新潟県による｢建設業 経営管理セミナー｣を下記のとおり開催します。 
  受講料無料となっておりますので、是非ご参加下さい。 
 
   日時 平成３０年１０月２６日（金）１３時３０分から１６時１０分 
   会場 上越市市民プラザ 第１会議室 
   住所 上越市土橋１９１４－３ 
 
 ◎ お問い合わせ・お申込先の詳細はこちらから↓（新潟県 HP） 



http://www.pref.niigata.lg.jp/dobokukanri/1356851533469.html 
 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
２．「社会保険加入促進宣言企業」の公表について 

～社会保険加入に積極的に取り組み「行動基準」の遵守を宣言する 
建設企業リストを公表～ 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 

建設業における社会保険加入対策にあたり、地域レベルでその取組の定着とさらなる

促進の徹底を図ることを目的に、平成３０年７月２４日「富山県建設業社会保険加入推

進地域会議」を、平成３０年７月３０日「新潟県建設業社会保険加入推進地域会議」を

開催しました。（石川県においては平成３１年１月頃開催予定） 
この会議では、「社会保険加入を進めるにあたって守るべき行動基準」を採択し、当該

「行動基準」の遵守を宣言する建設企業の募集を行ってまいりました。 
今般、平成３０年８月３１日時点での宣言企業のリストを取りまとめましたので、公

表いたします。 
 

◎ 詳細はこちらから↓（北陸地方整備局ＨＰ） 
http://www.hrr.mlit.go.jp/pdf/180903kenseibu.pdf 

 
 
＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
３．建設業担当者からのひとこと 
  ～経営事項審査は早めの提出をお願いします～ 

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝ 
 
  北陸地方整備局管内の大臣許可業者は３月期決算企業が多く、例年、経審の有効期限

である１０月までに多数の申請がなされる状況です。原則、申請されてきた順番に審査

を行っており、有効期限切れにならないよう事務を行っておりますが、有効期限が切れ

る直前の申請が多数見受けられる状況です。大臣許可業者の皆様におかれましては、審

査業務の平準化の観点から、早期に申請頂きますようお願い申し上げます。 
 
  申請書提出の際には、建政部ホームページに掲載されている「経営事項審査の提出書

類一覧表（平成３０年４月１日以降適用）」をご覧下さい。 
 http://www.hrr.mlit.go.jp/kensei/sangyo/kensetsu/keisin/180401keieijikoushinsa.pdf 
 

また、許可を受けた建設業者は、建設業法第１１条第２項により毎事業年度終了後４

ヶ月以内に変更届（以下「決算報告」という。）を所定の様式で許可行政庁に提出するこ

とが義務付けられています。提出が無い場合、建設業法第５０条による罰則のみならず、

更新申請、業種追加申請及び般特新規申請等行うことができません。事業年度が終了し

ましたら、必ず４ヶ月以内に決算報告を提出するようお願いいたします。 
 なお、現時点で決算報告がなされていない場合は、早期に提出して頂きますようお願

いいたします。 
 



 ◎ 詳細はこちらから↓（北陸地方整備局ＨＰ） 
   http://www.hrr.mlit.go.jp/pdf/180618kenseibu.pdf 
 
 
◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 
 
（バックナンバーについて） 
  配信済みのメールマガジンについては、以下のＵＲＬよりご覧いただけます。 
   http://www.hrr.mlit.go.jp/kensei/sangyo/mail/backnumber.pdf 
 
（配信停止の手続き） 
  このメールマガジンの配信停止をご希望の方は、以下のＵＲＬより「メールマガジン 
  配信登録・解除」にアクセスし、解除登録を行ってください。 
   http://www.hrr.mlit.go.jp/kensei/sangyo/index.html 
 
（配信元） 
  国土交通省 北陸地方整備局 建政部 計画・建設産業課（建設業ライン） 
   ※ このメールに対して直接の返信はご遠慮願います。 
 
◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆◆ 


